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結
果
と
国
土
交
通
省
国
土
計
画
局
の
年
代
別
の
将
来
推
計
人
口
に
よ

り
、
大
胆
な
仮
定
の
基
で
「
二
地
域
居
住
人
口
」
の
現
状
推
計
と
将

来
イ
メ
ー
ジ
を
描
く
と
、
２
０
０
５
年
で
約
１
０
０
万
人
（
都
市
人

口
比
２
・
５
％
）、
２
０
１
０
年
で
約
１
９
０
万
人
（
同
４
％
）、
２

０
２
０
年
で
約
６
８
０
万
人
（
同
17
％
）、
２
０
３
０
年
で
約
１
０

８
０
万
人
（
同
29
％
）
に
な
る
と
し
て
い
ま
す
（
図
１
）。

「
二
地
域
居
住
」
の
意
義
と

そ
の
戦
略
的
支
援
策
の
構
想

国
土
計
画
局
　
総
合
計
画
課

本
報
告
書
は
、
学
識
経
験
者
、
関
係
省
庁
、
地
方
公
共
団
体
か

ら
な
る
「
二
地
域
居
住
人
口
研
究
会
」（
委
員
長：

小
林
勇
造
（
株
）

野
村
総
合
研
究
所
顧
問
）
に
よ
り
、
２
０
０
５
年
３
月
に
公
表
さ

れ
た
も
の
で
す
。

報
告
書
の
「
は
じ
め
に
」
に
以
下
の
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
こ
れ
か
ら
の
日
本
は
、
価
値
観
が
多
様
化
す
る
中
で
、

様
々
な
局
面
で
国
民
の
『
選
択
肢
』
を
多
く
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
日
本
人
の
暮
ら
し
方
、
住
ま
い

方
の
幅
を
拡
げ
、

そ
の
こ
と
と
、

農
山
漁
村
等
に

お
け
る
地
域
社

会
の
再
生
・
維

持
と
が
結
び
つ

く
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。」

人
口
減
少
に
よ

り
、
国
土
の
中
に

余
裕
を
見
出
せ
る

21
世
紀
こ
そ
、
日

本
の
自
然
、
文
化
、

伝
統
・
歴
史
を
活

か
し
つ
つ
、『
内
な

る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
』

に
も
支
え
ら
れ
た

『
新
し
い
国
の
か

た
ち
』を
実
現
す

る
こ
と
が
で
き
な

い
か
」、
こ
の
こ
と

が
報
告
書
の「
眼

目
」で
す
。

報
告
書
で
は
、

「
二
地
域
居
住
」の

定
義
と
し
て
、「
都

市
住
民
が
、
本
人
や
家
族
の
ニ
ー
ズ
等
に
応
じ
て
、
多
様
な
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
た
め
の
手
段
の
一
つ
と
し
て
、
農
山
漁

村
等
の
同
一
地
域
に
お
い
て
、
中
長
期
、
定
期
的
・
反
復
的
に
滞

在
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
当
該
地
域
社
会
と
一
定
の
関
係
を
持

ち
つ
つ
、
都
市
の
住
居
に
加
え
た
生
活
拠
点
を
持
つ
こ
と
」と
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
定
義
に
よ
り
、
都
市
住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
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④
「
二
地
域
居
住
者
」
の
費
用
負
担
の
検
討
（
住
民
税
、
ゴ
ミ
処

理
の
有
料
化
）

２．

農
山
漁
村
と
都
市
の
ニ
ー
ズ
を
効
果
的
に
組
み
合
わ
せ
る

た
め
の
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築

①
　
都
市
と
農
山
漁
村
を
結
ぶ
共
同
の
情
報
発
信
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ

ッ
プ
な
ど
の
設
置
（
ふ
る
さ
と
回
帰
支
援
コ
ー
ナ
ー
）

②
　
地
域
に
お
け
る
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
情
報
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置

１．

多
様
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
こ
と
が
可
能
な
社

会
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換

①
　
新
た
な
休
暇
制
度
、
就
業
制
度
（
隔
週
週
休
三
日
制
、
兼
業

禁
止
規
定
の
緩
和
）

②
　
都
市
・
農
山
漁
村
間
の
交
通
費
負
担
の
軽
減
策

③
　
地
域
づ
く
り
の
た
め
の
寄
付
金
制
度
等
の
活
用
と
拡
充

（
ふ
る
さ
と
寄
付
金
控
除
、
各
種
オ
ー
ナ
ー
制
度
）

特集■都市と農山漁村の「二地域居住」への提言　～多様なライフスタイルを求めて～

「
二
地
域
居
住
」
の
意
義
と
し
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
点
を
指

摘
し
て
い
ま
す
。

１．

都
市
住
民
は
、
多
様
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
農
山
漁
村
で

創
造
す
る
こ
と
が
可
能

２．

都
市
生
活
で
は
難
し
か
っ
た
書
斎
や
ア
ト
リ
エ
、
音
楽
演

奏
室
な
ど
の
個
人
所
有
が
実
現

３．

農
山
漁
村
の
側
で
も
、
一
定
規
模
の
消
費
需
要
、
住
宅
需

要
を
創
出
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
や
地
域
文
化
活
動

の
新
た
な
担
い
手
の
増
加

４．

さ
ま
ざ
ま
な
ケ
ア
等
の
生
活
面
や
震
災
な
ど
の
災
害
に
対

す
る
セ
ー
フ
テ
ィ
・
ネ
ッ
ト
（
安
全
網
）
の
役
割

今
な
ぜ
、「
二
地
域
居
住
」
を
中
心
と
し
た
本
構
想
が
必
要
な
の

か
。
現
時
点
で
は
、
以
下
の
よ
う
な
新
た
な
環
境
変
化
に
積
極
的
に

対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

１．

２
０
０
７
年
か
ら
始
ま
る
「
団
塊
の
世
代
」
の
大
量
定
年

（
約
７
０
０
万
人
）
は
確
実
、
潜
在
的
な
需
要
は
十
分
大
き

い

２．

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
急
速
な
普
及
に
よ
る
情
報
提
供
環
境

の
整
備
と
さ
ま
ざ
ま
な
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
出
現

３．

大
幅
な
人
口
減
少
や
急
速
な
少
子
高
齢
化
の
進
行
に
よ
る
、

農
山
漁
村
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
内
で
の
危
機
感
の
高
ま

り

４．

都
市
住
民
の
農
山
漁
村
居
住
に
と
っ
て
、
都
市
の
拠
点
を

残
す
こ
と
の
重
要
性
も
再
認
識

具
体
的
な
施
策
の
方
向
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
点
を
指
摘
し

て
い
ま
す
。

都
市
と
農
山
漁
村
の
「
二
地
域
居
住
」
の
意
義

新
た
な
環
境
変
化
へ
の
積
極
的
な
対
応

具
体
的
な
施
策
の
方
向
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と
職
業
紹
介
な
ど
の
実
施

③
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
住
民
」
な
ど
の
情
報
交
流
人
口
増
加
策
の

実
施

３．

４
つ
の
人
口
（
情
報
交
流
人
口
、
交
流
人
口
、
二
地
域
居

住
人
口
、
定
住
人
口
）
の
相
互
連
関
と
相
乗
効
果
を
意
図

し
た
「
地
域
計
画
」
の
策
定
促
進

４．

情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）
等
の
活
用
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ビ
ジ
ネ
ス
等
の
促
進

①
　
各
種
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
機
能
の
代
替
の
促
進

②
「
特
区
」
等
規
制
緩
和
を
活
用
し
た
「
新
し
い

仕
事
」
の
開
発

報
告
書
で
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に「
受
入
側

の
地
元
住
民
の
意
識
や
地
域
の
慣
習
等
の
調
査
」な

ど
を
踏
ま
え
た
、
よ
り
具
体
的
な
地
方
に
お
け
る

「
地
域
計
画
」の
作
成
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
国
土
形
成
計
画
」
策
定
の
た
め
の
国
土

審
議
会
計
画
部
会
「
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
・
生
活
専

門
委
員
会
」（
委
員
長：

鬼
頭
　
宏
　
上
智
大
学

経
済
学
部
教
授
）
で
は
、「
働
き
方
」
を
含
め
た

「
多
様
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
こ
と
が
可

能
な
社
会
シ
ス
テ
ム
」
へ
の
転
換
の
た
め
の
検
討

を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
そ
う
し
た
「
多
選

択
社
会
」
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
た
め
、

そ
の
多
様
性
の
コ
ン
セ
プ
ト
と
し
て
、「
多
業
」、

「
近
居
」、「
二
地
域
居
住
」
を
取
り
上
げ
て
い
ま

す
。
具
体
的
な
課
題
と
し
て
は
、
情
報
通
信
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
、
交
通
費
、
住
民
税
な
ど
が
上
げ
ら
れ

て
お
り
、
今
後
さ
ら
に
検
討
を
進
め
て
い
く
予
定

で
す
（
図
２
）。

さ
ら
に
、
国
土
交
通
省
と
し
て
は
、
最
近
の
地

域
に
お
け
る
「
二
地
域
居
住
」
に
対
す
る
取
組
み
を
再
整
理
す

る
と
と
も
に
、「
国
土
審
議
会
」
に
お
け
る
調
査
審
議
を
踏
ま

え
、
関
係
省
庁
等
と
も
協
力
し
な
が
ら
、
上
述
し
た
施
策
の
具

体
化
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

都市と農山漁村の「二地域居住」への提言 
　　　―多様なライフスタイルを求めて― 

ふるさと回帰支援センター 

理事長・作家 

立 松　和平 

　東京の繁華街の若者たちの大雑踏と、老人ばかり

が数えるほど見える過疎地の農山漁村と、極端なコ

ントラストで塗り分けられているこの国は、いった

いどこに向かおうとしているのでしょうか。我々の

「ふるさと回帰支援センター」では、一人一人の生

き方を、もっと多様で豊かなものにできないか考え

ているところです。 

第1章　「二地域居住」の意義とその戦略的支援策の構想 

1.　「二地域居住」の意義と新しい地域社会・国民生活 

2.　戦略的支援策の構想 

3.　具体的な施策の方向 

4.　構想に沿った工程表（主要課題）と役割分担案 

5.　「二住生活社会」における地域社会・国民生活の姿 

 

第2章　「二地域居住」に対する都市住民アンケート調
査結果と「二地域居住人口」の現状推計及び将
来イメージについて 

1.　「二地域居住」に関する定義 

2.　「二地域居住人口」の現状推計と「潜在二地域居住

人口」の算出方法 

 

3.　「二地域居住人口」の現状推計と「潜在二地域居住

人口」の算出 

4.　「二地域居住人口」の将来イメージ 

5.　都市住民アンケート調査結果の分析 

 

第3章　「二地域居住」に関する個別事例 
 

参考資料 
・舞鶴市における二地域居住人口増加の経済効果 

・「二住生活社会」における地域社会・国民生活の未来像 

・地方公共団体（市区町村）等に係わるインターネット

　住民等の「情報交流人口」の実態調査結果について 

・都市と農山漁村の「二地域居住」シンポジウム 

・委員名簿・研究会開催状況 

目　次 
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今
後
の
検
討
課
題
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特集■都市と農山漁村の「二地域居住」への提言　～多様なライフスタイルを求めて～
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2004年にピーク 
12,783万人 

（2000年） 
12,693万人 

2030年 
11,758万人 

2050年 
10,059万人 

（1945年） 
7,199万人 

終
戦 

（1868年） 
3,330万人 

明
治
維
新 

（1716～45年） 
3,128万人 

享
保
改
革 

（1603年） 
1,227万人 

江
戸
幕
府
成
立 

（1338年） 
818万人 

室
町
幕
府
成
立 

（1192年） 
757万人 

鎌
倉
幕
府
成
立 

＊1　情報交流人口とは：「自地域外（自市町村外）に居住する人に対して、何らかの情報提供サービスを行う等、『情報交流』を
行っている『登録者人口』」と定義している。 

 
＊2　国民の国内宿泊旅行者数（延べ数）を置いている。 
 
＊3　滞在型の異質文化交流人口とは：「在留外国人統計」の中で、「教授」、「芸術」、「研究」、「教育」、「文化活動」として

登録されている人口と定義している。なお、外国人の二地域居住人口としては、これ以
外に「留学生」の約13万人、「ワーキングホリディ人口」の約3600人などがある。 

情報交流人口＊1

交 流 人 口 

約35万人（2005） 
（出典）平成16年度国土交通省調査より 

日本人 外国人 

－ 
（例）沖縄県　海外にある沖縄県人会登録者数 

約14,000世帯＋9,700人 
（出典）沖縄県国際交流課各国県人会資料より 

約1億5100万人（2004）＊2 
（出典）国土交通省「観光白書」より 

約673万人（2005） 
（出典）国土交通省「観光白書」より 

約2.4万人（2004） 
（滞在型の異質文化交流人口＊3） 

約130万人（2004） 
（出典）法務省在留外国人統計より【永住者等】 

※日本人定住人口の内数 

約1億2776万人（2005） 
（出典）総務省国勢調査（要計表による人口）より 

約100万人（2005） 
（出典）平成16年度国土交通省調査より 

定 住 人 口  

二地域居住人口 

4.定住人口（長期的推移）


